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【背景】 

ドミニカ共和国はCOVID-19による影響で一時的に経済が落ち込んだものの、2021年以降から
は徐々に経済は回復傾向に転じ、現在まで堅実な経済成長を見せている。他方、順調な経済成
長の一方で、都市問題や環境問題、成長産業の停滞、都市間の格差の問題等、様々な側面での
課題が顕著に表れてきている。また、2024年の大統領選挙の結果を踏まえ、新体制の下で新た
な政策方針が定められていく中で、同国がより持続可能な社会・経済へと発展を遂げるために
は、同国の課題やニーズ等を適切に把握し、実効性のある政策策定へと繋げていく必要があ
る。 

【目的】 

日本の開発経験や政策策定の方法・知見等を活用し、ドミニカ共和国との政策対話を重ねるこ
とで、同国の新政権での実効性のある政策策定を支援する。 

【活動内容】 

本業務従事者は長期専門家と連携し、また調査団として派遣される予定の優先分野（雇用・保
健・教育・障がいと開発）の有識者からの知見・インプットを活用し、政策策定に係る手法論
やモニタリング・評価フレームワークを検討・作成する。

【業務担当分野】：政策策定 

 

【人月合計】：約3.0人月 

 

【渡航回数・現地派遣期間】：2024年～2026年にかけて合計2

回、約1～2週間程度渡航する予定。

履行期間（予定） 2024年10月25日 2026年9月7日 企画競争

2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2024年9月4日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

24a00617000000
ドミニカ共和国持続可能な社会経済開発政策策定及び実施能力強化アドバイザー業務（政策
策定）

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

公示日（予定） 2024年9月11日 ドミニカ共和国事務所
業務実施契約（単独型）－専門家
業務
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【背景】 

ホンジュラスのテグシガルパ首都圏における給水需要は35万m3／日（2022年）であるが、雨
季と乾季の給水量はそれぞれ約20万m3／日、13万m3／日に留まり、給水時間は3～5日に1

回、12～15時間程度に限られる等、給水状況は深刻である。急速な人口増加に伴い2038年の給
水需要は42.5万m3／日に達する見込みであり、給水状況のさらなる悪化が懸念されている。 

　テグシガルパ首都圏の水道・衛生サービスは、2022年5月以降、中央地区の組織である上水
衛生局（UMAPS）が担当している。テグシガルパ首都圏において給水量が需要に追い付かな
い理由は、第一に利用可能な水資源量が限られることにあるが、送配水施設の老朽化や不適切
な運営維持管理も大きな原因となっている。老朽化した施設からは漏水が多発しており、また
機能している水道メータも約28％に過ぎない。結果、無収水率は約33％（2016～2020年の平
均値）と高い状態である。 

　こうした状況を踏まえ、JICAは水道施設整備に関する支援を計画している。加えて米州開発
銀行も支援を計画しており、また、世界銀行は浄水場やダム、配水管網の更新等の支援を実施
中である。テグシガルパ首都圏では水道施設整備が進むが、これらの運営維持管理を適切に行
い、限られた水資源を有効に活用して給水状況を改善するためにはUMAPSの能力強化が必要
不可欠であり、ホンジュラス政府はUMAPSの水道事業実施能力の強化について我が国に技術
協力を要請した。

【目的】 

当該プロジェクトの実施に先立ち、協力要請の背景、内容を確
認し、プロジェクトを行うために必要な情報を収集し、協力内
容・範囲、協力方法等の基本的な枠組みの計画を策定し、先方
政府関係機関との協議を経て、プロジェクトに係る合意文書締
結を行うことを目的とする。 

【活動内容】 

技術協力プロジェクトの仕組み及び手続を十分に把握の上、他
調査団員と協議・調整しつつ、担当分野に係る協力計画策定の
ために必要な調査及び分析に係る各種業務を行う。 

 

【業務担当分野】水道計画／無収水管理 

【人月合計】約1.2人月 

【現地派遣期間】2024年11月上旬～2024年11月下旬　 

【渡航回数】1回 

 

・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。

24a00574000000
ホンジュラス国テグシガルパ首都圏無収水対策プロジェクト詳細計画策定調査（水道計画／
無収水管理）【有償勘定技術支援】

公示日（予定） 2024年9月11日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－調査団
参団

履行期間（予定） 2024年10月21日 2024年12月12日 企画競争
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履行期間（予定） 2024年10月21日 2024年12月12日 企画競争

【背景】ホンジュラスのテグシガルパ首都圏における給水需要は35万m3／日（2022年）であ
るが、雨季と乾季の給水量はそれぞれ約20万m3／日、13万m3／日に留まり、給水時間は3～5

日に1回、12～15時間程度に限られる等、給水状況は深刻である。急速な人口増加に伴い2038

年の給水需要は42.5万m3／日に達する見込みであり、給水状況のさらなる悪化が懸念されてい
る。 

　テグシガルパ首都圏の水道・衛生サービスは、2022年5月以降、中央地区の組織である上水
衛生局（UMAPS）が担当している。テグシガルパ首都圏において給水量が需要に追い付かな
い理由は、第一に利用可能な水資源量が限られることにあるが、送配水施設の老朽化や不適切
な運営維持管理も大きな原因となっている。老朽化した施設からは漏水が多発しており、また
機能している水道メータも約28％に過ぎない。結果、無収水率は約33％（2016～2020年の平
均値）と高い状態である。 

　こうした状況を踏まえ、JICAは水道施設整備に関する支援を計画している。加えて米州開発
銀行も支援を計画しており、また、世界銀行は浄水場やダム、配水管網の更新等の支援を実施
中である。テグシガルパ首都圏では水道施設整備が進むが、これらの運営維持管理を適切に行
い、限られた水資源を有効に活用して給水状況を改善するためにはUMAPSの能力強化が必要
不可欠であり、ホンジュラス政府はUMAPSの水道事業実施能力の強化について我が国に技術
協力を要請した。

【目的】当該プロジェクトの実施に先立ち、協力要請の背景、
内容を確認し、プロジェクトを行うために必要な情報を収集
し、協力内容・範囲、協力方法等の基本的な枠組みの計画を策
定し、先方政府関係機関との協議を経て、プロジェクトに係る
合意文書締結を行うことを目的とする。 

【活動内容】技術協力プロジェクトの仕組み及び手続を十分に
把握の上、他調査団員と協議・調整しつつ、先方政府との合意
に必要なデータ、情報を収集・整理・分析し、プロジェクト全
体構成の検討や事前評価を行う。 

【業務担当分野】評価分析 

【人月合計】約1.1人月 

【現地派遣期間】2024年11月中旬～2024年11月下旬 

【渡航回数】1回 

 

・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。

24a00575000000
ホンジュラス国テグシガルパ首都圏無収水対策プロジェクト詳細計画策定調査（評価分析）
【有償勘定技術支援】

公示日（予定） 2024年9月11日 地球環境部水資源グループ
業務実施契約（単独型）－調査団
参団
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履行期間（予定） 2024年10月21日 2026年3月31日 企画競争

【背景】 

 JICAは「その国にあったカーボンニュートラルと安価なエネルギーの安定供給の両立」を目
指し、途上国のエネルギートランジションに係る支援を行ってきている。特に、①エネルギー
トランジションに係る政策・計画の策定・更新・実施、②次世代脱炭素技術の開発・社会実装
及び、③地域共同体内でのエネルギー融通の促進（アジア・ゼロエミッション共同体（以下、
AZEC）やアフリカパワープール等）に重点を置くことにしており、今後の協力を戦略的に展
開して行く必要がある。 

 

【目的】 

 本業務従事者は、JICAが途上国のエネルギートランジションを促進することを目的に、戦略
作りや事業の実施に必要な助言や支援を行う。また、JICA内外の関係者との協議等に参加し、
知見の共有を行う。 

 

【活動内容】 

（１）	エネルギートランジション政策・計画の策定・更新・実施に係る支援 

（２）	次世代脱炭素技術の開発・社会実装に係る支援 

（３）	地域共同体内でのエネルギー安定供給に係る支援 

（４）	最新のエネルギートランジション動向のアップデート及びJICAへのフィードバック

業務担当分野：エネルギートランジション 

人月合計：7.0人月 

渡航回数：3回程度 

※プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。

24a00604000000 全世界（広域）エネルギートランジション促進のための技術支援業務

公示日（予定） 2024年9月11日
社会基盤部資源・エネルギーグルー
プ

業務実施契約（単独型）－その他
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履行期間（予定） 2024年10月28日 2025年1月14日 企画競争

【背景】 

　ベトナムでは、経済成長に伴い平均寿命も年々延伸しているが、都市部と地方部との間の医
療格差が指摘されている。その解決の一つの糸口として、上位医療機関から下位の医療機関へ
の知見や経験の共有、助言・指導を効率的に行える遠隔医療の活用に大きな期待が寄せられて
いる。かかる状況下、JICAは2024年7月から5年間の予定で「遠隔技術を活用した医療人材能
力向上体制強化プロジェクト」を開始した。本プロジェクトでは、イェンバイ省の2郡を対象
郡としたパイロット活動を通じて、保健省医療サービス局（Medical Service Administration:

MSA）とともに遠隔医療に係る政策・方策の整備に取り組む。 

　ベトナムにおける遠隔医療に関するシステム開発・導入の現状としては、保健省国家保健情
報センター（National Health Information Center: NHIC）が開発したV-Telehealthというプラッ
トフォームがあるが、この他にも、保健省とUNDPが協力して開発したアプリケーション
Doctor for Everyone（D4E）があることを確認している。他にも民間ベースを含め未確認の開
発中プラットフォームやアプリケーションが存在する可能性はある。当初ベトナム保健省は、
V-Telehealthが全国規模で導入されることを目指していたが、導入は推奨であり義務ではない
とし、どのシステムを導入するかは各省・郡に委ねられている。イェンバイ省においても、プ
ロジェクト活動を通じて対象郡に導入する遠隔医療ITプラットフォーム・アプリケーションの
仕様について検討することとしている。 

【目的】 

イェンバイ省での遠隔医療を実践するうえで、対象地域・施設の通信・ITインフラの状況を確
認するとともに、遠隔医療ITプラットフォーム・アプリケーション導入に向けた必要な情報収
集や技術提言がなされる。

【活動内容】 

・対象施設における通信・ITインフラ状況踏査 

・既存保健情報システムの確認 

・既存遠隔医療プラットフォーム・アプリケーションの情報整
理及びイェンバイ省対象郡導入候補の提案 

・遠隔医療デジタルアーキテクチャー案の更新・具体化及び実
現性の検証 

・ローカルリソース（ITコンサルタント）の情報収集 

【業務担当分野】遠隔医療ITシステム開発 

【人月合計】1.53人月 

【現地派遣期間】2024年11月6日（水）～2024年12月12日
（木） 

【渡航回数】1回 

【関連報告書公開情報】詳細計画策定調査報告書 

 

プレ公示の内容は変更の可能性があります。

24a00628000000
ベトナム国遠隔技術を活用した医療人材能力向上体制強化プロジェクト（遠隔医療ITシステ
ム開発）

公示日（予定） 2024年9月18日 人間開発部保健第二グループ
業務実施契約（単独型）－専門家
業務
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５） 2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2024年9月4日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 2024年12月2日 2026年11月30日 企画競争

【背景】 

本案件は、チュニジアの水産分野の課題であるIUU（Illegal Unreported and Unregulated）漁業
対策について、国別研修コース違法・無報告・無規制漁業対策と水産物トレーサビリティー強
化を含むJICAの技術協力プロジェクトを経て定着しつつある参加型アプローチの再構築と、過
去の技術協力プロジェクトCP及び帰国研修員等の人材を動員することにより、チュニジアの参
加型アプローチの実践・能力強化を基礎に包括的なIUU漁業対策の構築することが期待されて
いる 

【目的】 

参加型アプローチによる包括的なIUU漁業対策実施体制の構築及び能力強化が期待されている
 

【活動内容】 

本業務従事者は、主要CP機関であるDGPAq(漁業養殖総局)関係者及び過去の技術協力プロジェ
クトCP並びに帰国研修員ら人材を動員し、零細漁民組織のメンバーと包括的なIUU漁業対策を
構築することを期待されている 

成果1：中央及び地域の行政レベルでIUU漁業対策に取り組む主要関係者の能力が強化される 

成果2：IUU漁業対策を支援する漁業者団体、組織の能力が強化される 

成果3：漁業監視船の効果的な操業・運用を支援する 

成果4：IUU漁業対策を含む包括的な水産資源共同管理体制に対する地域間協力が実施される 

【業務担当分野】違法漁業対策水産行政アドバイザー業務 

【人月合計】国内1.75人月、現地7.50人月、合計9.25人月 

【現地業務期間（想定）】 

第1次現地派遣期間：2024年12月‐2025年3月、第2次現地派遣期間：2024年4月‐6月、第3次
現地派遣：2025年9月‐12月、第4次派遣：2026年1月‐3月、第5次現地派遣期間：2026年4月
‐6月、第6次現地派遣：2026年9月‐1月、を予定している 

【渡航回数】6回

本業務は、契約予定時期の後ろ倒しや業務内容の変更、場合に
よっては公示日の変更、取り消しの可能性があります（国際約
束締結時期見込み9月上旬）

24a00647000000 チュニジア国違法漁業対策水産行政アドバイザー業務

公示日（予定） 2024年9月18日 チュニジア事務所
業務実施契約（単独型）－専門家
業務
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注１）

注２）

注３）

注４）

注５） 2022年11月２日以降の公示、2022年12月中旬以降の新規契約締結分につき、原則、契約書への電子署名を導入します。（https://www.jica.go.jp/announce/information/20221021_01.html）

コンサルタント等契約（業務実施単独型）（2024年9月4日）
これらの案件は、予定段階のものであり、あくまでも現時点での案件概要を示したものです。今後、情勢等の変化により、案件の中止を含め、内容・実施時期等を変更する可能性があります。
あらかじめご承知おきください。

プレ公示段階での質問回答実施は業務実施契約のみとなります。単独型は対象外としておりますのでご留意ください。
また、質問回答以外のお問い合わせについては、公平性を期するため受付しておりませんことご了承願います。

公示日（予定）の上欄に「★」がある案件は、記載の公示日（予定）にむけ、調達準備手続きを開始した案件を指します。    

コンサルタント等契約の直近の制度変更についてはJICAウェブサイト「調達情報＞お知らせ」を適宜ご確認下さい。（https://www.jica.go.jp/announce/information/index.html）

調達管理番号 調達件名

担当部課 業務種別

～ 選定方法

業

務

内

容

留

意

事

項

履行期間（予定） 2024年12月16日 2025年2月10日 企画競争

【背景】 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」という。）における農業はGDPの約２割、労働人口の
約４割を占めており、重要な産業となっている。カンボジア政府は「第一次五辺形戦略」
（2023-2028年）において、重点項目として農業・農村開発の推進を掲げ、食料安全保障と安
全性の確保、農作物の付加価値向上、競争力促進、農村の生計向上を目標としている。農業を
成長させていくために解決すべき課題として、フードシステム変化への対応や、農作物への付
加価値向上が求められている。係る状況を受け、カンボジア政府は我が国政府に対し「小規模
農家のためのフードバリューチェーン構築プロジェクト」を要請した。 

【目的】 

①本協力実施に必要な情報の収集・整理、②本協力の実施方法・留意事項に関する確認・検
討、③本協力の枠組みに関する各国実施機関との確認・協議、合意文章の締結を行う。 

【業務内容】 

技術協力を十分に把握の上、調査団の他団員と協力し、①本協力の要請背景の確認、関連情報
の先方政府関連機関との協議、②案件の枠組み（インパクト、アウトカム、アウトプット、調
査項目、協力期間、実施体制、投入等）に関する先方政府関連機関との協議、ミニッツでの合
意を行う。

【業務担当分野】評価分析 

【人月合計】1.0人月（現地0.7人月、国内0.3人月） 

【現地派遣期間】2025年1月初旬～2025年1月下旬を予定（現地
14日、国内10日） 

【渡航回数】1回 

・プレ公示の内容は若干の変更の可能性があります。

24a00626000000
カンボジア国小規模農家のためのフードバリューチェーン構築プロジェクト詳細計画策定調
査（評価分析）

公示日（予定） 2024年10月23日
経済開発部農業・農村開発第一グ
ループ

業務実施契約（単独型）－調査団
参団
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